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研究成果の概要（和文）：本研究では，橋梁定期点検において発見された桁中間部の軽微なさびや腐食に対し
て，素地調整を省略してスプレー塗料で対策する応急塗装を提案し，その有用性を確認した．具体的には，軽微
な腐食を模擬した試験体に応急塗装を施し，複合サイクル促進試験によって換算5年の板厚減少量の変化を求
め，腐食抑制効果を確認するとともに，現場適用試験による実橋に対する応急塗装手法の劣化抑制効果も確認し
た．その結果，素地調整を省略して，橋梁点検時に応急的なスプレー塗装を行うことは，さびをそのまま放置す
るよりも，腐食抑制効果があることが確認できた．

研究成果の概要（英文）：This study examined corrosion inhibition effect of temporary coating 
performed with bridge inspection through accelerated exposure tests and field tests. Because it is 
difficult to remove completely corrosion of steel substrates surface performed with bridge 
inspection, the temporary coating is carried out by spray painting without surface preparations of 
steel substrates. The corrosion inhibition effect of temporary coating is evaluated quantitatively 
by the variation of thickness of steel specimen before and after the accelerated exposure tests and 
the measurement of coating thickness of temporary coating in field tests. As the result, it was 
confirmed that the bridge steel member with temporary coating was more effective of corrosion 
inhibition than the member without temporary coating.

研究分野： 維持管理工学

キーワード： 地方自治体　橋梁点検　部分塗替え　応急塗装　素地調整
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研究成果の学術的意義や社会的意義
橋梁点検時に応急塗装を実施しなかった場合，つまり，さびが生じている部位を次回点検まで無対策のまま放置
した場合，鋼部材の劣化は少なからず進行する．よって，部分塗装の対象範囲でない鋼桁中間部の劣化部位に，
少なくとも5年に1回の応急塗装を実施することで，比較的軽微な塗膜劣化や腐食を有する部材の耐久性延伸につ
ながる．また，財政的に疲弊している地方自治体は，自らが抱える多くの中小橋梁に対して，応急塗装によるコ
スト縮減可能性のある塗替えシナリオを提示できる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
地方自治体を含む橋梁管理者は，塗替え費用を縮減させる対応の一つとして，桁端部のような

劣化の激しい部位のみ塗装する部分塗替えの導入を検討及び試行している．この部分塗替えで
は，桁中間部の塗膜劣化やさびについては経過観察とし，桁端部と中間部の両方の劣化が進行し
たときに全面塗替えを行うという考え方が推奨されている．つまり，部分塗替えでは桁端部のみ
を対象とし，塗膜の浮きやはがれ，点錆のような比較的軽微な防食機能の劣化や腐食が生じてい
る桁の中間部は，その長期的な健全性が担保されれば無対策としている． 

一方，法令により橋梁点検が義務化されて，地方自治体が管理する中小橋梁も原則 5 年に 1 回
の近接目視による点検が必要となった．しかし現在，点検業務と維持修繕業務は別発注であるこ
とが多く，点検者が鋼部材に塗装の浮きやはがれ，点さびのような局部劣化などを発見した際に，
何らかの対応を取っている例は，一部の行政機関や道路会社等に限られている．もし，このよう
に必要に応じて応急処置（簡易塗装）を実施することが一般化できれば，部分塗替えを実施しな
かった鋼桁中間部などの塗膜劣化や軽微な腐食部位に，応急的な処理を施すことができ，比較的
軽微な塗膜劣化や腐食であれば，次回点検まで放置するよりも，部材の耐久性延伸につながると
考えられる． 

 

２．研究の目的 
本研究では，橋梁の定期点検時に桁中間部に軽微なさびや腐食を発見した場合，それを放置せ

ず，素地調整を省略してでも応急的なスプレー塗装で対策することの有用性を示すことを目的
とし，以下の 2 つのアプローチを試みた．まず，ケレン等の素地調整を省略し，特にさび面に直
接塗装する場合の，塗装前後の重量変化による鋼材の腐食減量に着目して実験的に評価した．こ
のため，桁中間部に生じる軽微な腐食を模擬した試験体を作製し，複合サイクル促進試験によっ
て腐食減量の経年変化を求めるとともに，桁中間部の軽微な劣化に対して，素地調整を省略した
応急塗装を適用した場合の橋梁点検サイクルである 5 年間の腐食抑制効果を確認した．また，現
場適用試験による実橋の応急塗装手法の劣化抑制効果の確認も行った．実環境における点検時
塗装の劣化抑制効果を確認するため，一般供用環境に置かれている橋梁に対して，本研究で提案
する応急塗装を施工し，その劣化抑制効果をモニタリングした． 

 

３．研究の方法 
(1)複合サイクル促進試験による応急塗装の腐食抑制効果の検証試験 
本研究では，図 1 に示す流れで検証試験を実施した．試験体は，使用する複合サイクル促進試

験機の重量制約を考慮し，図 2 に示すように，鋼種 SS400，寸法は縦 150mm×横 70mm×厚さ
2.6mm とした．また，塗装された実橋の桁中間部の軽微なさびを模擬するため，試験体には塗装
された領域（図中の“既塗装領域”の 3 箇所）と，さびを発生させる領域（図中の“さび発生領
域”の 2 箇所）を設定した． 

まず，試験体の全面をブラスト（1 種，ISO Sa 1/2）した後，試験体の“さび発生領域”をマス
キングし，鋼道路橋防食便覧 1)に示される塗替え塗装仕様の
Rc-I 塗装系に準拠した仕様で試験体を塗装した．次に，塗装
後に“さび発生部分”のマスキングを外し，鋼材面が露出し
た部分にさびを生成させた．さびは，試験体を 3%の塩水に
1 分間浸漬させた後，気温 25±3℃，湿度 50±10%の室内に
吊るし 24 時間自然乾燥させて生成した．本研究では，この
工程を 10 日間繰り返してさびを発生させ，図 3 に示すよう
に，本研究で対象とする実橋梁の桁中央部に生じる軽微な
さびと対応させた．その後，試験体の“さび発生領域”に，
応急塗装となるスプレー塗装を施した．本研究では 2 種類
の塗料を使用した．一つは反応硬化型の変性エポキシ樹脂
塗料（以下，塗料 S とする）であり，もう一つは防錆剤（以
下，塗料 B とする）である．試験体との距離を 150～250mm

としてスプレー塗装し，1 箇所の“さび発生領域”に対して
各面 4 往復，塗料を塗布した．そして，塗料を乾燥させて，
試験体を完成させた．本研究では，上記 2 種類のスプレー
塗料（塗料 S と塗料 B）と，応急塗装を行わない（以下，無
塗装（N）とする）の塗装 3 種類について換算 5 年の促進試
験を行うことから，3 種類×5 年間＝15 パターンの試験ケー
スを想定し，それぞれのケースについて 3 体の試験体（合
計 45 体）を製作した．そして，5 年ごとの定期点検時に応
急塗装を施すことを想定し，既往研究 2)を踏まえ換算 5 年
（185 サイクル）の複合サイクル促進試験を実施した．促進
試験は，JIS K 5600-7-9 に準拠するサイクル D を用いた．サ
イクル D の試験条件は 1 サイクル 6 時間であり，塩水噴霧
2 時間→湿潤 1.5 時間→熱風乾燥 2 時間，温風乾燥 2 時間を
1 サイクルとして繰り返した． 

 
図 1 検証試験の流れ 
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    図 2 試験体の概要      図 3 さび生成状況と本研究で対象とする実橋梁の 

桁中央部に生じる軽微なさびとの対応の一例 

 
(2)実橋における応急塗装手法の劣化抑制効果確認のための現場適用試験 
本研究では，実橋梁における応急塗装の耐久性の確認を目的として，図 4 に示す日立市内の実

橋梁（供用開始 1966 年，橋長 17.0m，全幅員 3.6m，2 径間単純鋼鈑桁橋，海岸線から 2.3km に
あり，凍結防止剤の散布なし）において応急塗装の現場適用試験
を実施し，塗装効果の経過観察を行った．応急塗装の塗装範囲と
しては図 5に示すように上流側の主桁内側の腹板と下フランジ上
面であり，促進試験で使用した「塗料 S」と「塗料 B」を塗装し
た．塗装方法としては，さび面をケレン等で表面処理せず，塗膜
面から 30cm 程度離れた箇所から直接スプレー塗装を行った． 

応急塗装のモニタリング期間は，塗装後の約 2 年間（680 日）
である．応急塗装した部分の外観観察を行うとともに，腹板の高
さ 300mm×100 

mm，下フランジ
上面幅 100mm

の範囲の塗膜厚
を計測した．試
験体表面から鋼
材面までの深さ
を，電磁式膜厚
計（KC-260F，
NDT マート&レ
ンタル株式会
社）によって 3

回計測し，平均
値で整理した． 

 

４．研究成果 
(1)複合サイクル促進試験による応急塗装の腐食抑制効果の確認 
①試験体表面の腐食状況 
表 1 に，換算 5 年の促進試験後における無塗装（N），塗料 S，塗料 B の試験体表面の腐食状

況を示す．示した鋼材表面画像は，図 2 における各試験体の 2 箇所の“さび発生領域”のうち，上
側の 70mm×30mm 領域の画像である．また，塗装種類ごと，換算年数ごとの試験体 3 体のうち，
任意の 1 体のみを示している． 

まず，5 年間の促進試験後における試験体の“さび発生領域”の表面画像から，無塗装の試験体
では，換算 5 年では領域の至る所に径 8～10mm 程度の楕円形上の鋼材表面の凹み（腐食によっ
て鋼材表面に生じたさびを除去した後に残ったへこみ）が見られ，孔食の兆しが確認できた．ま
た，塗料 B（防錆剤）のスプレー塗装を施した試験体でも，換算 5 年でも楕円形上の腐食による
凹みが発生したが，凹みの個数や 1 個あたりの大きさ，“さび発生領域”での腐食面積より，無塗
装と比較すると腐食抑制効果があることが確認できた． 

一方，塗料 S（エポキシ樹脂塗料）では，換算 4 年まで目立った腐食による凹みは見られず，
換算 5 年で表面のざらつきや少しの凹みが生じた程度であった．結果として，塗料 S による応
急塗装は，無塗装と比べて腐食の進行を抑制できる効果があり，それは塗料 B よりもやや高い
ことがわかった． 
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図 4 試験対象橋の鋼桁部 

 
図 5 実橋梁における応急塗装の範囲と塗装状況 
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表 1 促進試験後の鋼材表面の腐食状況（換算 1 年～5 年） 

年数 無塗装(N) 塗料S 塗料B 

換算1年 

   

換算2年 

   

換算3年 

   

換算4年 

   

換算5年 

   

 

②試験体の重量変化による板厚減少量 
図 5～7 に，各塗装種類（無塗装（N），塗料 S，塗料 B）における促進試験の換算年数（1～5

年）と換算板厚減少量 TR（mm）との関係を示す．この図には試験体 3 体の換算板厚減少量をす
べて示した．この試験結果をみると，無塗装（N）の試験体における換算 1 年や換算 5 年の板厚
減少量に若干の値のばらつきは見られるが，その他の結果では試験体 3 体の板厚減少量にばら
つきはほとんど見られなかった． 

なお，換算板厚減少量とは，促進試験の実施前と実施後の試験体重量の変化と，その重量変化
から換算した板厚減少量である．促進試験前の試験体重量は，試験体製作時の鋼材のブラスト直
後に計測した重量である．一方，試験後の試験体重量は，促進試験後の試験体から塗膜を剥離し，
さびを除去した後に計測したものであり，両者の差から促進試験による鋼材の腐食減少量を求
めた．また本研究では，この重量変化から，“さび発生領域”における平均的な板厚減少量を次式
によって計算し，これを換算板厚減少量 TR（mm）とした． 

TR =
Wb −Wa

ρ × Aco
 

 
図 5 換算板厚減少量の経年変化（無塗装(N)）  図 6 換算板厚減少量の経年変化（塗料 S） 

 
 図 7 換算板厚減少量の経年変化（塗料 B）  図 8 換算板厚減少量の経年変化（5 年）による 

応急塗装の腐食抑制効果の比較 
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ここで，Wb：促進試験前（ブラスト直後）の試験体重量（g），Wa：促進試験後（塗膜剥離・さび除
去後）の試験体重量（g），ρ：鋼材（SS400）の密度（＝7.85×10-3［g/mm3］），Aco：腐食面積（mm2）で
ある．なお，本試験では，促進試験によって生じる鋼材の腐食は“さび発生領域”のみと限定し，
70mm×30mm の領域が上下表裏で 4 面，側面の 2.6mm×30mm の領域が上下左右で 4 面あると
考え，腐食面積を（2100mm2＋78mm2）×4 面＝8712mm2として計算した． 

次に，図 8 に換算年数と換算板厚減少量の平均（試験体 3 体の平均値）との関係を示す．促進
試験の実施前と実施後の試験体重量の換算 5 年間の板厚減少量（平均値）の関係から，無塗装の
試験体の板厚減少量（換算 5 年で約 0.13mm）に比べ，応急塗装を施した試験体（塗料 S や塗料
B）の板厚減少量は約 50%となっており，応急塗装を施す効果が現れていることがわかった．さ
らに，塗料 S と塗料 B は，換算 2 年までは同程度の換算板厚減少量（平均値）であったのに対
して，換算 3 年以降で塗料 Bの板厚減少量が，塗料 S のそれよりも若干大きくなった．これは，
塗料 B（防錆剤）の適用方法に問題があった（塗料 B は上塗り塗料と組み合わせて使用するタイ
プのものであった）ためであり，換算 3 年以降は防錆効果が弱まったことが原因と考えられる． 

以上より，本研究で実施した複合サイクル促進試験の範囲内では，素地調整を省略して，橋梁
点検時に応急的なスプレー塗装を行うことは，さびをそのまま放置するよりも，腐食抑制効果が
あることが確認できた． 

③腐食抑制効果の長期予測 
一般的に，橋梁点検に応急塗装を合算する場合，点検費用は割高になると予想されるが，もし

全面塗替えから部分塗替え＋応急塗装への完全転換が実現できれば，ライフサイクルコスト縮
減の有効な手法となると考えられる．そこで，応急塗装によって長期的（例えば 100 年間）な腐
食抑制効果が期待できるかを検証実験の結果から予測した．ただし，検証実験では 5 年間の板厚
減少量しか求まっていないこと，応急塗装を 5 年ごとに繰り返し実施するという前提であるこ
となどの制約を踏まえた長期予測であ
る．結果を図 9 に示す．100 年間の板厚減
少量は，無塗装（N）が約 0.94mm，塗料
S が約 0.20mm，塗料 B が約 0.43mm とな
った．ここで，板厚減少量の長期予測に
は，耐候性鋼材の腐食減耗量に関する式
（y＝axb；y は板厚減少量（mm），x は換
算年数（年），a，bは回帰係数）を利用し
た非線形回帰手法を用いた．この結果か
ら，塗料 S と塗料 B の 100 年間における
板厚減少量は 0.5mm 以下に抑制されてお
り，無塗装（N）の約半分の板厚減少にと
どまることが確認できた．つまり，桁中間
部に実施する応急塗装は，長期において
板厚減少を抑制できる可能性が高いもの
と推定される． 

(2)現場適用試験による実橋における応急塗装手法の劣化抑制効果の確認 
図 10 に実橋梁に施工した応急塗装（塗料 S，塗料 B）のモニタリング期間における塗膜厚の

減少量（μm）を示す．塗膜厚の減少量は，計測初日の塗膜厚を基準とした減少量である．また，
○や△のマーカーは計測値であり，実線や破線は曲線 y＝axb へ最小二乗法により当てはめを行
った予測値である．なお，yは塗膜厚の減少量（μm），xは塗装後の経過日数（Day），a，bは回
帰係数である．約 2 年間（680 日）のモ
ニタリングにおいて，塗料 S と塗料 B の
どちらにおいても，塗布部位（ウェブと
下フランジ上面）の違いによる塗膜厚の
減少量に大きな差は生じなかった．一
方，塗料 S と塗料 B の違いについては，
やや塗料 B の塗膜厚の減少量が大きい
傾向があり，その差は 20μm 程度であっ
た．この違いについては，塗装面の外観
観察の結果より，塗料 B の方が塗料 S よ
りも塗膜厚にむらができ，液ダレも起こ
しやすいなど傾向があることがわかっ
ている．また，塗料 Bは本モニタリング
開始から約 2 年程度で塗膜がほぼ消失
し，実環境でのさび転換塗料の耐久性は
低いことが確認されている． 

【引用文献】 
1) 公益社団法人日本道路協会：鋼道路橋防食便覧，丸善出版，2014． 

2) 藤原博，田原芳雄：鋼橋塗装の長期防食性能の評価に関する研究，土木学会論文集，No.570/I-

40，pp.129-140，1997． 

 
図 9 検証実験結果に基づく板厚減少量の長期予測 
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図 10 実橋梁に施工した応急塗装の塗膜厚の変化 
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